
   ２　政策・方針決定過程への女性の参画促進

 

施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

相談事業（一般相談） ＤＶや子育て、生き方、労働問題など多様
で複雑な問題を抱える女性や男性を対象
とする相談に対応するため、電話相談を中
心とした相談体制の整備･充実を図ります。

男女共同参画課

専門相談事業 ＤＶ被害者の生活再建に向け、法律に関す
る悩み、心身に関する悩みに答えるため、
専門家によるカウンセリングや、弁護士及
び精神科医等専門家による相談を定期的
に開催します。

男女共同参画課

地域配偶者暴力相談支
援センター事業

県内１４か所の健康福祉センターを配偶者
暴力相談支援センターに指定し、ＤＶ専門
相談員を配置することにより、被害者の相
談支援体制の強化を図ります。

男女共同参画課

暴力根絶促進事業(男性
の電話相談）

ＤＶ被害男性への支援や、加害男性の更
生に向けた情報提供等のため、男性相談
員による「ＤＶに悩む男性のための電話相
談」を実施します。

男女共同参画課

女性に対する暴力に関
する広報・啓発

ＤＶ問題の解決に向けて被害者が相談しや
すい社会づくりが必要であるため、被害者
に情報が行き届くよう、複数の方法で継続
的に広報を実施し、被害者への相談窓口
の周知を図るとともに、県民への啓発を図
ります。

男女共同参画課

女性サポートセンター一
時保護

ＤＶ被害者である女性やその子ども等の安
全を速やかに確保するため、女性サポート
センターにおいて一時保護を行います。

男女共同参画課

一時保護委託事業 ＤＶ被害者や人身取引被害者をより迅速か
つ広域的に保護し、早期に自立に向けた
支援を実施していくため、厚生労働大臣が
定める基準を満たす施設に一時保護業務
を委託します。

男女共同参画課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶

第４章　事業計画（平成１８年度～２２年度）

目標Ⅰ　みんながその人らしく生きることができ、みんなで誰をも尊重し合い、自立を
        はぐくむ社会を目指します

　（基本的な課題１)  みんなの人権の尊重と侵害の解消

　   今後５年間の重要課題を次の２つとし、県民・企業・
   民間団体等と連携して積極的に取り組みます。

   １　千葉県男女共同参画推進連携会議をはじめ
     　とする県民や民間との協働による男女共同
    　 参画の促進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

ＤＶ被害者生活再建事業 ＤＶ被害者の生活再建に向けた保護命令
等各種手続きや新たな住居設定、就業支
援等に当たり、被害者の希望又は必要に
応じて行う同行支援、相談支援等を民間支
援団体に委託します。

男女共同参画課

外国籍ＤＶ被害者支援事
業

年々増加する外国籍被害者からの相談に
対して、法律や制度に対する十分な説明、
援助を行うため、通訳を委託するとともに、
外国語版のＤＶ啓発リーフレットを作成しま
す。

男女共同参画課

DV家庭における子ども
支援研修

ＤＶ家庭における第二の被害者である子ど
もの安全確保や精神的なケアのため、教
育現場で働く教員等を対象に、ＤＶ問題の
知識の習得、子どもの人権に配慮した支援
のあり方について研修を行います。

男女共同参画課

ＤＶ被害者支援に係る民
間支援事業

ＤＶ被害者の多様な状況に対応するため、
支援に取り組む民間団体の連絡会議を開
催するとともに、被害者支援に実績のある
ＮＰＯにボランティア養成研修を委託しま
す。

男女共同参画課

ＤＶ職務関係者研修事業 ＤＶ被害を顕在化し、二次的被害を防止す
るため、ＤＶ施策担当新任職員を対象とす
る基礎的な研修を実施するとともに、研修
機会の少ない地域における研修機会の提
供や、少人数でのきめ細かな研修を行いま
す。

男女共同参画課

ＤＶ対応マニュアル作成 ＤＶ被害者の発見、通報の積極的な役割
が期待されている保健医療機関に対し、Ｄ
Ｖへの理解と協力を促すため、対応マニュ
アルを作成し配布します。

男女共同参画課

家庭等における暴力対
策ネットワーク会議

配偶者間の暴力や児童虐待など、家庭等
における弱い立場の者に対する暴力の防
止及び被害者の速やかな保護を図るた
め、関係機関・団体の代表者による連携を
図ります。

男女共同参画課

ＤＶ被害女性保護支援
ネットワーク事業

中核的配偶者暴力相談支援センターが被
害者支援の拠点としての機能を果たすた
めに地域の関係各機関との連携が必要で
あることから、連絡会議や事例検討会議を
開催します。

男女共同参画課

家庭等における暴力対
策担当者管理職研修

ＤＶ・児童虐待等家庭における暴力対策に
ついて早期発見・早期対応が重要なことか
ら、市町村担当部署の管理職クラスの職員
を対象とする、ＤＶ・児童虐待の問題認識を
深め、市町村の自主的取組を促すための
研修を実施します。

男女共同参画課、
児童家庭課

暴力根絶促進事業（暴力
と向き合う教育講座）

ＤＶ被害者の安全と安心を確保するため、
ＤＶ加害者を対象とする教育プログラムとし
て「暴力と向き合う教育講座」を実施しま
す。

男女共同参画課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

暴力根絶促進事業（若者
のためのＤＶ予防セミ
ナー）

男女平等に関する教育及びＤＶ予防教育
の一環として、高等学校等に対して外部講
師を派遣し、ＤＶ予防に向けたセミナーを実
施します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画苦
情処理委員の設置

県の男女共同参画に関する施策やＤＶ被
害者保護に当たる県職員の職務執行に関
する苦情等を適切に処理するため、苦情処
理機関を設置します。

男女共同参画課

社会福祉審議会社会的
養護検討部会

社会的資源のあり方、児童虐待死亡事例
の検証、児童虐待防止調査研究や家族関
係支援調整プログラム調査研究などを行う
委員会において、児童虐待防止のための
抜本的対策を検討します。

児童家庭課

児童虐待セーフティー
ネット推進事業

児童虐待の未然防止、早期発見・対応、被
虐待児童（及び保護者等）へのケア等のた
め、児童相談所の体制整備、市町村への
支援、関係機関との連携強化など児童虐
待防止に係る総合的な施策を推進します。

児童家庭課

児童虐待対応体制緊急
整備事業

専門的人材の確保が困難な市町村への専
門家派遣によるネットワーク機能の強化、
乳幼児に対する虐待予防のための保健師
を対象とした研修の実施、虐待に悩む母親
の治療的グループを実施するための指導
者養成、児童相談所の虐待対応システム
の抜本的見直し等を実施します。

児童家庭課

一時保護所児童処遇改
善促進事業

被虐待児の一時保護が増加している児童
相談所の一時保護所へ非常勤の心理療法
担当職員を配置することにより、児童虐待
等により一時保護された児童への心理的
ケアを充実するとともに、一時保護所にお
ける被虐待児童の心理的治療方法等につ
いての検討を行います。

児童家庭課

被虐待児等訪問心理療
法等事業

被虐待児童等への心理的ケアに対応する
ため、民間児童福祉施設のうち、心理療法
担当職員が不足している施設を対象に児
童相談所心理療法担当職員が施設入所児
童への訪問カウンセリングを行います。

児童家庭課

被虐待児童等へのグ
ループ指導事業

被虐待児童や虐待を行った保護者への心
理的ケアは、虐待の再発防止、被虐待児
童の心身の健全な発達のために欠くことの
できないものであるため、精神科医、心理
療法担当職員等によるグループ指導を通
じて、児童の心理的安定を図るとともに、健
全育成を促進します。

児童家庭課

保護者カウンセリング強
化事業

虐待を受けた児童の最善の利益を図るた
めに家族の再統合を目指した積極的な指
導が求められていることから、児童虐待を
行う保護者への指導を効果的に行うため、
児童福祉司、心理判定員等による指導に
加え、精神科等の医師の協力を得て、保護
者の抱える心の問題等へのカウンセリン
グ、指導を行います。

児童家庭課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

ＮＰＯパワーアップ補助
金

ＤＶ被害者保護など様々な事業を行うＮＰ
Ｏの自立を促進し、組織基盤の強化を図る
取組や地域への浸透や連携に向けた取組
などを奨励するため補助金を交付します。

ＮＰＯ活動推進課

青少年相談員の活動促
進

県民生活課

非行防止のための啓発

有害図書等の規制の強
化

青少年の健全育成の観点から、青少年健
全育成条例に基づいた有害図書等の規制
の強化を推進します。

県民生活課

被害者支援活動の促進
事業

犯罪による被害者等への適切な対応や、
きめ細やかな被害者支援のため、「被害者
対応マニュアル」を作成し、犯罪による被害
者等と直接接する関係者の知識や技術の
向上を図ります。また、相談窓口等を一括
掲載したパンフレットや、被害者支援の啓
発用ポスターを作成し、犯罪被害者等に対
する支援を促進します。

県民生活課

警察官の計画的な増員
と優れた捜査官の育成

警察官を計画的に増員し、警察官の業務
負担を緩和するとともに、刑事任用専科入
校枠を拡大し、複雑・多様化する犯罪に迅
速・的確に対応できる捜査官を育成しま
す。

警）警務課

関係機関の連携による
相談者の身辺保護の徹
底

ＤＶ被害女性の一時保護を女性サポートセ
ンター等に依頼するほか、裁判所からの保
護命令に対して、被害者に対する連絡や
相手方に対する指導警告を行います。ま
た、県外居住者に対しては、他県警察に対
する共助依頼を実施するなど相談者に対
する二次的被害防止対策を実施します。

警）生活安全総務
課

外国人女性に関する人
の密輸（トラフィッキング）
等の対策の徹底による
人身売買組織の排除

被害女性を保護し、人身売買罪など各種
法令を駆使して、悪質な雇用主、ブロー
カー等の組織が介在する事案を重点的に
取り締ります。

警）風俗保安課

風俗環境の浄化及び悪
質営業店の排除

風俗環境の浄化のために、違法風俗店や
暴力団が介在する売春事犯、ピンクビラ、
客引き、有害業務への職業紹介、勧誘等
を取り締ります。

警）風俗保安課

児童買春等事犯の取締
りの強化

携帯電話やインターネットの普及により、出
会い系サイトを利用した児童買春事犯が増
加しているため、関係法令を駆使した取締
りを強化するとともに、被害児童に対しては
少年センター職員等による立直り支援対策
活動を推進します。

警）少年課

被害の潜在化防止と二
次的被害防止・軽減のた
めの女性警察官の性犯
罪捜査指定捜査員への
指定と被害者対策教育
の実施

性犯罪の潜在化の防止を図るとともに、捜
査過程における性犯罪被害者の二次的被
害等を軽減し、より適切な性犯罪捜査等を
推進します。（女性警察官をはじめ、性犯
罪指定捜査員に対する教養を積み重ね、
事件対応要領のレベルアップを図る等女性
被害者に配意した適切な捜査を推進しま
す。）

警）刑事総務課

①　女性と男
性の間に生じ
るあらゆる暴
力の根絶

若年層における性非行防止などに関する
啓発及び相談等の推進を図ります。
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

男女共同参画に関する
情報収集･提供事業

男女共同参画についての理解を深めるた
め、ちば県民共生センターにおいて、各種
情報の提供を行うとともに、学習関係の相
談に応じ、男女共同参画を含む人権等に
ついての学習機会の充実を図ります。

男女共同参画課

相談事業（専門相談） 女性の抱える様々な問題のうち、一般相談
では対応が困難な、より専門的な相談に対
応するため、専門的な視点から問題解決
の手助けを行う専門相談窓口を設置しま
す。

男女共同参画課

講師派遣 男女共同参画についての理解を深めるた
め、教職員に対する研修をはじめ、市町村
や企業、各種団体などの依頼により、県職
員を講師として派遣します。

男女共同参画課

人身取引問題に関する
社会啓発・広報事業

人身取引をなくすために、人身取引問題を
考えるシンポジウムの開催や、人身取引防
止啓発リーフレットの配布等を行います。

男女共同参画課

人身取引問題に関する
関係国における情報交
換事業

保護した人身取引被害者に適切なケアを
行うため、母国の生活実態・文化・習慣等
の情報交換等を、被害者の関係国に職員
を派遣して行います。

男女共同参画課

千葉県人権センターを中
心とした民間団体等との
連携強化とメディア等の
活用による啓発活動の
促進

人権問題に関する民間団体との連携を強
化するため、運営補助や主催事業への助
成を行います。また、テレビ・ラジオ等のメ
ディアを利用して、人権週間を中心とした啓
発活動を実施します。

健康福祉政策課

人権保障に関する条約・
法令についての広報

様々な人権問題について、家庭・学校・職
場・地域社会等で学習できるように、国連
での取組や現在の人権の状況について解
説した啓発資料を作成し、配布します。ま
た、県ホームページを活用した広報を実施
します。

健康福祉政策課

各種媒体を活用した男女
共同参画に関する情報
の提供

県民の人権問題に対する正しい理解と認
識を深め、人権尊重意識の高揚を図るた
め、人権週間（１２月４日から１２月１０日）を
中心に、テレビ・ラジオ等のメディアを利用
して情報提供を実施します。

健康福祉政策課

人権尊重意識の醸成の
ための啓発活動の強化
促進

県民の人権尊重の意識を高めるために、
テレビ・ラジオを通じた啓発活動を実施する
とともに、県ホームページを活用して、人権
施策の周知を図ります。また、人権啓発を
促進するための啓発資料を作成し、人権問
題講演会等イベント会場で広く県民・企業
等に配布します。

健康福祉政策課

男女雇用機会均等法の
周知徹底

男女雇用機会均等法の趣旨が徹底される
よう、広報誌「労政ちば」等に掲載し、広報・
啓発を実施します。

雇用労働課

警察官の計画的な増員
と優れた捜査官の育成
(再掲：92Ｐ）

警察官を計画的に増員し、警察官の業務
負担を緩和するとともに、刑事任用専科入
校枠を拡大し、複雑・多様化する犯罪に迅
速・的確に対応できる捜査官を育成しま
す。

警）警務課

②　性に起因
する人権侵害
を許さない社
会環境づくり
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

②　性に起因
する人権侵害
を許さない社
会環境づくり

関係機関の連携による
相談者の身辺保護の徹
底
（再掲：92Ｐ）

ＤＶ被害女性の一時保護を女性サポートセ
ンター等に依頼するほか、裁判所からの保
護命令に対して、被害者に対する連絡や
相手方に対する指導警告を行います。ま
た、県外居住者に対しては、他県警察に対
する共助依頼を実施するなど相談者に対
する二次的被害防止対策を実施します。

警）生活安全総務
課

外国人女性に関する人
の密輸（トラフィッキング）
等の対策の徹底による
人身売買組織の排除
（再掲：92Ｐ）

被害女性を保護し、人身売買罪など各種
法令を駆使して、悪質な雇用主、ブロー
カー等の組織が介在する事案を重点的に
取り締まります。

警）風俗保安課

風俗環境の浄化及び悪
質営業店の排除
（再掲：92Ｐ）

風俗環境の浄化のために、違法風俗店や
暴力団が介在する売春事犯、ピンクビラ、
客引き、有害業務への職業紹介、勧誘等
を取り締まります。

警）風俗保安課

少年を取り巻く有害環境
浄化対策の推進

女性に対する暴力を誘引する有害環境を
浄化するための事業に取り組みます。

警）少年課

児童買春等事犯の取締
りの強化
（再掲：92Ｐ）

携帯電話やインターネットの普及により、出
会い系サイトを利用した児童買春事犯が増
加しているため、関係法令を駆使した取締
りを強化するとともに、被害児童に対しては
少年センター職員等による立直り支援対策
活動を推進します。

警）少年課

男女共同参画セミナーの
開催

男女共同参画社会の形成に向け、ちば県
民共生センターにおいて各種講座を開催し
ます。

男女共同参画課

庁内における研修会の
開催

男女共同参画の視点について、「広報推進
委員会」を活用して庁内各課等に改めて意
識の啓発を図るため、関係課と連携して研
修を行います。

男女共同参画課、
報道監

少年を取り巻く有害環境
浄化対策の推進
（再掲：同Ｐ）

女性に対する暴力を誘引する有害環境を
浄化するための事業に取り組みます。

警）少年課

インターネットを利用した
犯罪の取締り強化とサイ
バー犯罪被害防止にか
かわる広報啓発活動の
推進

インターネット上で女性の人権に対する侵
害が行われないよう取締りを強化し、被害
を未然に防止します。

警）生活経済課

インターネット上の違法
情報に関する取締り強化

女性蔑視等が含まれる差別意識に基づい
た違法情報の取締りを強化することによ
り、男女差別意識の解消を側面から支援し
ます。

警）生活経済課

　　(関係各課）

地域防災計画等の整備 地域防災計画・マニュアル等における男女
共同参画の視点の位置付けを行います。

男女共同参画課、
消防地震防災課

　  (関係各課）

④　防災（災
害復興を含
む）等におけ
る女性の人権
への十分な配
慮

   地域コミュニティにおける防災活動についても、男女共同参画の視
点から固定的な性別役割分担意識の見直しや、方針決定過程及び
活動への女性の参画を促進し、女性リーダーの育成を図ります。

情報の受け手が情報を主体的に選別、判断できるための能力の育成
と、家庭教育･学校教育･社会教育などの生涯にわたる教育･学習の
充実を図ります。

③　マスメディ
アにおける女
性の人権への
十分な配慮
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

①　学校にお
ける男女平等
に関する教
育･学習の促
進

学校人権教育研究協議
会

県下全公立学校の管理職及び人権教育担
当者と、市町村教育委員会の学校人権教
育担当者を対象にした研修会を実施し、教
職員が児童生徒一人ひとりの個性を認め、
共感的で、きめ細かな指導力を身に付けら
れるようにします。

教）指導課

高等学校再編の推進 女子校を原則共学化し、男女が互いに尊
重し協力する態度を育成するとともに、男
子生徒の学校選択肢の拡大を図ります。な
お、女子校に進学を希望する生徒に配慮
し、学区を県内全域とするなどして２校程度
を存続させ、今後の志願者の動向等によっ
て、必要に応じ共学化を行います。

教）県立学校改革
推進課

高校生インターンシップ
推進事業

高校生が、望ましい職業観・勤労観及び職
業に関する知識や技能を身に付けるととも
に、自己の個性を理解し、主体的に進路を
選択する能力・態度を育成するため、企業
の現場などで、在学中の学習内容や進路
などに関した就業体験（インターンシップ）
を実施します。

教）指導課

高等学校進路指導研究
協議会

第１回（就職関係）、第２回（進学関係）の会
議で、現状と課題についての研究協議を実
施します。

教）指導課

スクールカウンセラー派
遣事業

県内全中学校と高等学校にスクールカウン
セラーを配置し、教育相談の充実を図りま
す。

教）指導課

子どもと親のサポートセ
ンターにおける教育相談

不登校児童生徒や保護者の教育相談に応
じたり、学生ボランティアを市町村に派遣し
たりして、随時教育相談に応じます。

教）指導課

学校人権教育指定学校 県の課題に即して研究指定校を指定し、男
女の人権を含めた学校人権教育に関する
教育内容、教育方法についての調査研究
を行います。

教）指導課

学校人権教育推進校協
議会

人権教育の取組について、情報交換・協議
等を行い、学校人権教育の推進・充実を図
ります。

教）指導課

学校人権教育指導資料
刊行

教師の研修・指導に資するため、学校人権
教育を推進する上で必要な資料を作成し、
県下全公立学校に配付します。

教）指導課

女性教職員の管理職へ
の登用促進

女性教職員への幅広い職務経験の付与等
に努めるとともに、リーダーシップを発揮で
きる優れた人材の育成、登用を行い、適正
な人事配置運営を推進します。さらに、意
欲、能力及び適性のある女性教職員を登
用するとともに、研修会等への参加を促す
など、管理職候補者としての資質・能力の
向上に努め、リーダーシップを発揮出来る
優れた人材の育成、登用に努めます。

教）教職員課

　（基本的な課題２）　教育の場における男女平等に関する教育･学習の促進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

学校における性教育の
充実

保健学習の授業等の充実や、エイズ教育
研修会（一般教諭対象）、エイズ教育指導
者研修会（管理職対象）を開催し、エイズ教
育用リーフレットを作成して配布します。

教）学校保健課

保健室相談活動研修会 養護教諭を対象として保健室における相談
活動の知識や技術の研修を行い、その資
質の向上を図ります。

教）学校保健課

男女共同参画セミナーの
開催
（再掲：94Ｐ）

男女共同参画社会の形成に向け、ちば県
民共生センターにおいて各種講座を開催し
ます。

男女共同参画課

男女共同参画に関する
情報収集･提供事業
（再掲：93Ｐ）

男女共同参画についての理解を深めるた
めに、各種情報の提供を行うとともに、学
習関係の相談に応じ、男女共同参画を含
む人権等についての学習機会の充実を図
ります。

男女共同参画課

千葉県生涯学習フェス
ティバルの開催

生涯学習に関する様々な情報の提供や、
県民の学習活動の多彩な成果を発表する
機会とし、生涯を通じて学習することの意
義について県民の理解を深めるとともに、
学習意欲の一層の向上や学習活動への参
加の促進を図ります。

教）生涯学習課

家庭教育フォーラム 家庭教育及び子育てに関して、学校・家
庭・地域社会が一体となった支援のあり方
や課題を関係者が一堂に集い研修し、家
庭教育の充実を図ります。

教）生涯学習課

人権教育推進のための
指導者養成と人権意識
の啓発

広く市町村の社会教育関係者に対して男
女平等に関する意識を含んだ人権教育に
関する研修を実施します。

教）生涯学習課、
指導課

（関係各課）

②　社会にお
ける男女平等
に関する教
育･学習の促
進

　進学や就職等の進路についての若年者を対象とした相談体制の支
援を行います。

①　学校にお
ける男女平等
に関する教
育･学習の促
進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

男女共同参画セミナーの
開催
(再掲：94P）

男女共同参画社会の形成に向け、ちば県
民共生センターにおいて各種講座を開催し
ます。

男女共同参画課

男女共同参画に関する
広報啓発事業(イベントの
開催、刊行物発行等）

男女共同参画に対する県民意識の啓発を
図るとともに、男女共同参画社会の実現を
目指した意識啓発等を行うため、各種のイ
ベントを実施します。また、刊行物の発行
やホームページによる広報を実施します。

男女共同参画課

講師派遣
（再掲：93Ｐ）

男女共同参画についての理解を深めるた
め、教職員に対する研修をはじめ、市町村
や企業、各種団体などの依頼により、県職
員を講師として派遣します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画推
進本部研修会の開催

千葉県男女共同参画推進本部幹事会にお
いて、外部講師を招いての男女共同参画
に関する先進事例の紹介など、幹部職員
の意識啓発のための研修会を開催します。

男女共同参画課

市町村男女共同参画担
当者セミナー

市町村男女共同参画担当者の意識を高
め、男女共同参画の取組を促進するため、
ちば県民共生センターにおいてセミナーを
開催します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画推
進懇話会計画評価専門
部会、千葉県ＤＶ防止・
被害者支援基本計画管
理委員会の設置

千葉県男女共同参画計画に位置付けられ
た事業について、専門部会を設置し、計画
的に進行管理に当たります。また、千葉県
ＤＶ防止・被害者支援基本計画を計画的に
推進するための管理委員会を設置します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画白
書の発行

県における男女共同参画に関する状況を
周知することにより、県民の理解を深め、
意識の醸成を図るとともに、千葉県男女共
同参画計画（第２次）の進行状況を適切に
管理するため、事業の実施状況等を調査
し、施策の適切な実施や見直し等に反映さ
せます。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画苦
情処理委員の設置
（再掲：91Ｐ）

県の男女共同参画に関する施策やＤＶ被
害者保護に当たる県職員の職務執行に関
する苦情等を適切に処理するため、苦情処
理機関を設置します。

男女共同参画課

県民意識調査 本県の男女共同参画の意識、実態につい
て把握し、その問題点を解析し、課題を明
確にするために次期計画策定に当たり実
施します。

男女共同参画課

職員意識調査 県職場における男女共同参画を推進する
ための意識改革や環境整備等を図るた
め、職員の男女共同参画に関する意識や
職場の現状等を把握します。

男女共同参画課

（基本的な課題３）　男女平等の視点に立った意識変革と制度・慣行の見直しのさらなる促進

①　固定的な
性別役割分担
意識の是正と
制度・慣行の
見直し
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

①　固定的な
性別役割分担
意識の是正と
制度・慣行の
見直し

新採職員研修 必要とされる基礎的知識・技能を修得し、
併せて県職員としての心構えを確立するこ
とを目的として、新採職員研修を実施する
中で、男女共同参画の視点に立った県行
政を推進するために男女共同参画社会に
関して正しく理解をするとともに、必要な行
政の役割を認識するための研修を行いま
す。

職員能力開発セン
ター、男女共同参
画課

基本研修（行政課題） ２５歳・３０歳・３５歳・４０歳・４５歳の節目に
達する職員を対象として、県政を取り巻く重
要課題を理解し、業務の執行に当たって適
正な判断と対応ができるように、県政の基
礎的な情報を習得する基本研修の中で、
男女共同参画を課題の一つとして実施しま
す。

職員能力開発セン
ター

人権尊重意識の醸成の
ための啓発活動の強化
促進
（再掲：93P）

県民の人権尊重意識を高めるため、テレ
ビ・ラジオを通じた啓発活動を実施するとと
もに、県ホームページを活用して人権施策
の周知を図ります。また、人権啓発を促進
するための啓発資料を作成し、人権問題講
演会等イベント会場で広く県民・企業等に
配布します。

健康福祉政策課

人権保障に関する条約・
法令についての広報
（再掲：93P)

様々な人権問題について、家庭・学校・職
場・地域社会等で学習できるように、国連
での取組や現在の人権の状況について解
説した啓発資料を作成し、配布します。ま
た、県ホームページを活用した広報を実施
します。

健康福祉政策課

男女共同参画に関する
調査研究事業

ちば県民共生センターで行う事業の効率的
な推進を図るため、来所者及び講座受講
者へのアンケート調査を実施します。

男女共同参画課

男女共同参画に関する
情報収集・提供事業
（再掲：93Ｐ）

男女共同参画についての理解を深めるた
め、ちば県民共生センターを中心に、各種
情報の提供を行うとともに、学習関係の相
談に応じ、男女共同参画を含む人権等に
ついての学習機会の充実を図ります。

男女共同参画課

各種媒体を活用した男女
共同参画に関する情報
の提供

各種統計・調査は、集計を男女別に行うな
ど、男女共同参画の視点に配慮したものと
していきます。また、統計や調査の結果を、
各種媒体による提供を通じて、広く県民に
還元します。

統計課

生涯学習情報提供シス
テム事業の拡充

インターネットで学習機会、講師などの各
種の生涯学習情報を提供する生涯学習情
報提供システム（ちばりすネット）の運用を
行い、市町村・大学など研究機関・ＮＰＯ・
民間企業等との連携を強化し、基礎から発
展レベルまで段階を追った情報が提供でき
るように努めます。

教）生涯学習課

②　男女共同
参画に関する
調査研究の推
進と情報の収
集、提供
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

事業所表彰及び事業所
向け広報誌の発行

男女共同参画への取組が事業所の競争力
強化や活性化、イメージ向上などに多くの
メリットがあることを事業所や県民に広く周
知するため、すでに取組実績を上げている
事業所を表彰するとともに、受賞事業所を
掲載した広報誌を発行します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画推
進連携会議の設置

民間や地域団体との協働により、民間等の
自主的な男女共同参画活動を促進するた
めの組織を設置します。

男女共同参画課

企業におけるポジティブ・
アクションの促進につい
てのセミナーの開催

千葉労働局、21世紀職業財団等と連携し
てセミナーを開催し、働く女性が性により差
別されることなく能力を十分発揮できるよ
う、男女労働者の間に事実上生じている格
差の解消を目指して、企業が積極的かつ
自主的に取り組むための啓発、促進を図り
ます。

雇用労働課

農山漁村男女（とも）に参
画いきいき支援事業(女
性団体ネットワーク化）

農山漁村の重要な担い手である女性の社
会参画を推進して、農林水産業の活性化
を図るため、関連団体と連携し、啓発活動・
推進懇話会の開催・ネットワーク活動の支
援等を行います。

農林水産政策課、
関係各課（団体指
導課、農業改良
課、林務課、水産
課）

②　行政にお
ける政策決定
過程への女性
の参画促進

県職場における女性登
用のための積極的改善
措置（ポジティブ・アクショ
ン）計画の策定

女性職員の登用を促進するため、積極的
改善措置(ポジティブ・アクション）計画を策
定します。

総務課、関係各課

審議会等への女性登用
促進要綱の遵守

県が設置する審議会等委員への女性の登
用を促進するため、事前協議等で女性の
登用を呼びかけます。

男女共同参画課

市町村男女共同参画担
当課長会議の開催

市町村における男女共同参画の取組を促
進するため、男女共同参画に関する各種
情報を提供します。

男女共同参画課

女性人材リストの作成 女性人材リストの充実を図り、審議会委員
等への女性のさらなる登用を図ります。

男女共同参画課

市町村男女共同参画担
当者セミナー
（再掲：97Ｐ）

市町村男女共同参画担当者の意識を高
め、男女共同参画の取組を促進するため、
ちば県民共生センター及び同東葛飾セン
ターにおいてセミナーを開催します。

男女共同参画課

県職場における女性職
員の役付登用の促進

県の施策を積極的に展開するため、職員
の意欲、能力等を十分考慮し、適材適所を
基本に、男女の区別なく登用を図ります。
また、研修による意識改革や人材開発に
努めるとともに、職域拡大を図り、これまで
主として男性が担当してきた業務(ポスト）
にも積極的に女性を登用します。

総務課、関係各課

　（基本的な課題１）　政策・方針決定過程における女性の参画促進

①　企業･各
種団体・機関
等における方
針決定過程へ
の女性の参画
促進

目標Ⅱ　みんなが政策・方針決定の場に参画できる機会を持てる社会を目指します
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

②　行政にお
ける政策決定
過程への女性
の参画促進

県職場における男性の
育児休業取得促進

「千葉県職員仕事・子育て両立支援プラ
ン」、「千葉県教育委員会職員仕事・子育て
両立支援プラン」、「千葉県警察職員子育
て支援行動計画」等に掲げた男性職員の
育児休業取得率50％（県警にあっては、取
得を希望する者全員の取得等。）の達成に
向け、職場及び職員の意識改革を進めま
す。知事部局及び教育庁は、特に配偶者
の産後8週間の期間における育児休業取
得を促進することにより、目標の達成に努
めます。

総務課、教）教育
総務課、警）警務
課

県職場における短時間
勤務制度の導入の検討

県職員が仕事と家庭等を両立させ、意欲
的に職務に取り組むことができるための環
境整備の一つとして、短時間勤務制度の
導入について、法改正の動向を踏まえなが
ら検討します。

総務課、関係各課

農山漁村男女に参画い
きいき支援事業（農業委
員への登用要請等）

市町村の農業委員会への女性の登用促進
を呼びかけます。

農林水産政策課、
団体指導課

女性教職員の管理職へ
の登用促進
（再掲：95P）

女性教職員への幅広い職務経験の付与等
に努めるとともに、リーダーシップを発揮で
きる優れた人材の育成、登用を行い、適正
な人事配置運営を推進します。さらに、意
欲、能力及び適性のある女性教職員を登
用するとともに、研修会等への参加を促す
など、管理職候補者としての資質・能力の
向上に努め、リーダーシップを発揮出来る
優れた人材の育成、登用に努めます。

教）教職員課

女性警察官の採用及び
職域の拡大、幹部への
登用の推進

女性警察官について、男性警察官と同一
基準の昇任試験等による幹部への登用及
び女性の特性を生かした職域の拡大を推
進し、県民の多様なニーズに応える体制整
備を図ります。

警）警務課

ちば県民共生センター等
の整備

男女共同参画社会の実現のため、各種相
談事業や情報発信･受信、及び広報・啓発
のための各種講座の開催を行います。

男女共同参画課

男女共同参画に関する
学習・研修事業(自己開
発･人材養成セミナー）

ちば県民共生センターにおいて、女性が自
分の問題を認識し、それに対処する方法を
学ぶための講座を開催します。

男女共同参画課

男女共同参画に関する
交流･活動支援事業
（ネットワーク会議の開
催）

男女共同参画社会の実現に関心を持ち、
寄与している県内の有識者及び団体等を
対象に会議を開催し、参加者相互及び県と
の連携を図ることで、県内の男女共同参画
の取組を促進します。

男女共同参画課

女性人材リストの作成
（再掲：99P）

女性人材リストの充実を図り、審議会委員
等への女性のさらなる登用を図ります。

男女共同参画課

③　女性のエ
ンパワーメント
のための教
育・学習機会
の充実
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

国際会議等における意
見交換・情報収集等

学術・研究分野をはじめ、様々な分野にお
ける県内の女性の地位向上のため、国際
会議等に参加を促し、意見交換・情報収集
を行います。

男女共同参画課

新採職員研修
（再掲：98P）

必要とされる基礎的知識・技能を修得し、
併せて県職員としての心構えを確立するこ
とを目的として、新採職員研修を実施する
中で、男女共同参画の視点に立った県行
政を推進するために男女共同参画社会に
関して正しく理解をするとともに、必要な行
政の役割を認識するための研修を行いま
す。

職員能力開発セン
ター・男女共同参
画課

農山漁村男女に参画い
きいき支援事業（女性団
体ネットワーク化）
（再掲：99P）

農山漁村の重要な担い手である女性の社
会参画を推進して、農林産業の活性化を
図るため、関連団体と連携し、啓発活動・
推進懇話会の開催・ネットワーク活動の支
援等を行います。

農林水産政策課、
農業改良課、林務
課、水産課

女性教職員の管理職へ
の登用促進
（再掲：95P）

女性教職員への幅広い職務経験の付与等
に努めるとともに、リーダーシップを発揮で
きる優れた人材の育成、登用を行い、適正
な人事配置運営を推進します。さらに、意
欲、能力及び適性のある女性教職員を登
用するとともに、研修会等への参加を促す
など、管理職候補者としての資質・能力の
向上に努め、リーダーシップを発揮出来る
優れた人材の育成、登用に努めます。

教）教職員課

③　女性のエ
ンパワーメント
のための教
育・学習機会
の充実
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

事業所表彰及び事業所
向け広報誌の発行
（再掲：99P）

男女共同参画への取組が事業所の競争力
強化や活性化、イメージ向上などに多くの
メリットがあることを事業所や県民に広く周
知するため、すでに取組実績を上げている
事業所を表彰するとともに、受賞事業所を
掲載した広報誌を発行します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画推
進連携会議の設置
（再掲：99P）

民間や地域団体との協働により、民間等の
自主的な男女共同参画活動を促進するた
めの組織を設置します。

男女共同参画課

男女雇用機会均等法の
周知徹底
（再掲：93P）

男女雇用機会均等法の趣旨が徹底される
よう、広報誌「労政ちば」等に掲載し、広報・
啓発を実施します。

雇用労働課

企業におけるポジティブ・
アクションの促進につい
てのセミナーの開催
（再掲：99P）

千葉労働局、21世紀職業財団等と連携し
てセミナーを開催し、働く女性が性により差
別されることなく能力を十分発揮できるよ
う、男女労働者の間に事実上生じている格
差の解消を目指して、企業が積極的かつ
自主的に取り組むための啓発、促進を図り
ます。

雇用労働課

労働相談の実施 千葉県労働相談センターで、一般労働相
談として専門相談員が面接又は電話により
労働者や使用者が抱えている労働問題の
解決に向けた具体的なアドバイスを行いま
す。さらに、特別労働相談として、月３回、
労働問題に精通した弁護士が解雇理由や
未払い賃金の請求方法など民事関係の相
談に応じます。

雇用労働課

“社員いきいき！元気な
会社”宣言企業の募集と
公表

子育て中の社員が働きやすい職場づくりに
積極的に取り組んでいる企業を募集し、企
業名と取組内容を県のホームページ等に
より広く紹介します。

雇用労働課

交番の整備 県民の要望や治安情勢等を踏まえた交番
の新設、再整備に際し、女性用仮眠室・トイ
レ等を整備することにより、女性警察官の
職域拡大を推進します。また、女性警察官
を交番に配置することにより、女性被害者
等のプライバシーに配慮した効果的な警察
活動を行うとともに、住民が気軽に立ち寄
り、困り事等の相談をすることができる環境
を整備します。

警）地域課

②　農林水産
業における男
女のパート
ナーシップの
確立

農山漁村男女（とも）に参
画いきいき支援事業(女
性の起業等）

農山漁村において、女性農業者の経営参
画・社会参画のための能力向上を図るとと
もに、女性の起業活動に対し、商品化・販
売技術・経営管理等の能力のレベルアップ
を図ります。また、女性が活動しやすい環
境づくりのための支援体制を検討します。

農林水産政策課、
農業改良課、林務
課、水産課

目標Ⅲ　みんなが家庭・地域・職場において持てる能力を発揮し、人間らしく調和のある生活が
            できる社会を目指します

　（基本的な課題１）　労働の場における男女平等の促進

①　雇用の分
野における男
女の均等な機
会と待遇の確
保

102



施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

農山漁村男女（とも）に参
画いきいき支援事業(女
性団体ネットワーク化）
（再掲：99Ｐ）

農山漁村の重要な担い手である女性の社
会参画を推進して、農林産業の活性化を
図るため、関連団体と連携し、啓発活動・
推進懇話会の開催・ネットワーク活動の支
援等を行います。

農林水産政策課、
農業改良課、林務
課、水産課

農山漁村男女（とも）に参
画いきいき支援事業（農
業委員への登用要請等）
（再掲：100P）

市町村の農業委員会への女性の登用促進
を呼びかけます。

農林水産政策課、
団体指導課

農村女性起業家育成レ
ベルアップ事業

農山漁村域において、女性農業者の経営
参画、社会参画のための能力向上を図る
とともに農村女性起業活動に対し徹底した
起業経営研修で、商品化・販売技術・経営
管理等の能力のレベルアップを図り、農
業・農村環境を生かした加工販売のほか、
農家レストラン、観光・体験農業など多様な
起業ビジネスの導入や経営強化できる女
性起業家を育成し売上額増加と地域活性
化を進めます。また、女性が活動しやすい
環境づくりのため支援体制整備の検討をし
ます。

農業改良課

家族経営協定の締結促
進

農業経営の発展と女性の能力発揮等のた
め、家族経営協定の普及推進を図ります。

農林水産政策課、
農業改良課、林務
課、水産課

③　自営業
者、家族従業
者、起業家等
に対する支援

女性・中高年者の開業・
育成支援

新規開業希望や開業後間もない事業者に
対する「開業・育成資金」に、女性ならでは
の感性を生かした新事業を開始する場合
や、中高年者が自らの経験を生かして独立
開業を試みる場合の資金調達を支援する
ために、同資金に女性及び中高年者向け
のメニューを設けます。

経営支援課

（関係各課）

④　多様な就
業ニーズを踏
まえた雇用環
境の整備

労働時間の短縮の周知 労働時間短縮の周知徹底を図るため、広
報誌「労政ちば」への掲載及び「労働大学
講座」等で広報・啓発を行うとともに、４０時
間移行後の県内企業における労働時間の
実情を把握し施策に反映させるため、３年
ごとに「労働時間等実態調査」を実施しま
す。

雇用労働課

パートタイム労働実態調
査

県内の民間事業所に働くパートタイム労働
者の賃金、労働条件等について調査し、そ
の実態を明らかにします。

雇用労働課

ＮＰＯ、在宅ワーク等の
就労実態把握

女性の再就職支援を実施していく中で、Ｎ
ＰＯ、在宅ワークの実態を把握します。

雇用労働課

生涯現役サポートセン
ター設置事業

シニア世代の再就職支援として、キャリアコ
ンサルタントによる個別相談や、研修、セミ
ナーなどの情報提供を行います。

雇用労働課

⑤　働く女性
の母性保護

労働安全衛生法の周知
徹底

労働安全衛生法を周知徹底することで女
性の母性保護を図るため、年3回の安全週
間において「労政ちば」への掲載及び市町
村への広報依頼を行います。

雇用労働課

②　農林水産
業における男
女のパート
ナーシップの
確立

  女性の経済的地位向上、経営参画促進のための自営業者、家族従
業者の生活・就労実態の把握に努めます。
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

①　社会全体
での子育て、
介護支援の促
進

預かり保育推進事業 子育てを支援する観点から、幼稚園の教
育時間の前後や休業期間中（土日祝・８
月）に園児を幼稚園内で過ごさせる「預かり
保育」を実施する学校法人立幼稚園に対
し、経費の負担の軽減を図ります。

学事課

ファミリー・サポート・セン
ターの運営助成

地域における子育てに関する多様なニー
ズに対応するため、ファミリー・サポート・セ
ンターの運営に対し、助成を行います。

児童家庭課

子育て地域力強化モデ
ル事業

地域のみんなで子どもと子育て家庭を支え
るという考え方を普及するため、市町村を
含めた地域の多様な子育て支援者・団体
等が参画する子育て支援のための地域力
強化の取組で、他の市町村のモデルとなる
ものに対して支援します。

児童家庭課

地域子育て支援センター
及びなのはな子育て応
援事業（ミニ子育て支援
センター）の設置

都市化や核家族化の進展による地域・家
庭における子育て力の低下や少子化によ
る同年代の親子の交流機会の不足によ
り、育児不安を抱える在宅の親が増加して
いるため、子育てのノウハウを持つ保育所
が子育て支援センターとしての機能を発揮
できるよう支援します。

児童家庭課

すこやか保育事業 次代を担う子どもたちが健やかに育成され
るよう、保育所における保育士の充足を図
るとともに、多様な保育ニーズに的確に対
応できる保育を総合的に推進することによ
り、入所児童の処遇向上及び保育内容の
充実に係る経費を補助します。

児童家庭課

子育て応援人材バンクづ
くり支援事業

核家族化の進展等により失われつつある
家庭や地域の伝承的な子育て力の機能の
回復を図り、子どもと子育て家庭を地域全
体で支援するために、子育てサポーターの
養成と人材の確保を図ります。また、その
活用のためのネットワークづくりを推進する
ことにより、地域全体での子育てを推進し
ます。

児童家庭課

一時保育(保育対策等促
進事業）

専業主婦家庭の育児疲れ解消、急病や断
続的勤務･短時間勤務等勤務形態の多様
化等に伴う一時的な保育の需要に対応し
ます。

児童家庭課

休日保育（保育対策等促
進事業）

日曜・祝日等の保護者の勤務等により、児
童が保育に欠けている場合の保育ニーズ
に対応します。

児童家庭課

乳児保育の促進 女性の社会進出に伴う乳児保育ニーズに
対応します。

児童家庭課

保育対策等促進事業 仕事等の社会的活動と子育て等の家庭生
活との両立を容易にするとともに子育ての
負担感を緩和し、安心して子育てができる
ような環境整備を総合的に推進するため、
一時保育、休日保育、乳児保育などの地
域における多様な保育需要に対応する事
業に必要経費を補助します。

児童家庭課

　（基本的な課題２）　ライフステージに応じた仕事と生活の調和の促進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

放課後児童健全育成事
業

小学校に就学しているおおむね１０歳未満
の児童であって、その保護者が労働等によ
り昼間家庭にいないものに、政令で定める
基準に従い、授業の終了後に児童厚生施
設等を利用して適切な遊び及び生活の場
を与えて健全な育成を図る事業について、
市町村が実施する事業又は助成する事業
に対して補助を行います。

児童家庭課

児童館（児童センター）設
置費補助

児童の健全育成の拠点となる児童館を配
備し、健全な遊びを通じて、児童の集団及
び個別的指導を行うため、社会福祉施設
整備費及び設備整備費補助金（負担金）交
付要綱に基づき、市町村等が行う児童館
（児童センター）の整備及び初年度設備整
備に対し補助を行います。

児童家庭課

民間児童館活動事業費
補助

民間児童館の創意工夫・柔軟な対応等の
特色を生かし、地域の実情・需要に応じた
活動の積極的な取組を実施することによ
り、地域児童の健全育成を図ることを目的
とした活動事業費について補助を行いま
す。

児童家庭課

まっ白い広場（プレー
パーク）づくりモデル事業
の推進

既存の与えられた公園等ではなく、子ども
たちが想像力を生かし、自分たちの責任
で、異年齢の子どもたちとも群れて自由に
遊ぶことができる遊び場づくりをモデル事
業として推進します。

児童家庭課

児童手当支給事業 児童を養育している家庭の生活を安定さ
せ、次代を担う児童の健全な育成及び資
質の向上に寄与します｡

児童家庭課

乳幼児医療費助成事業 乳幼児の保健対策の充実、保護者の経済
的負担の軽減及び子育て支援の観点か
ら、乳幼児の疾病にかかる医療費に対して
市町村が助成を行う医療費について補助
します。

児童家庭課

障害児タイムケア事業 デイサービス対象外の障害のある中高生
を中心に、放課後・夏休み等に子どもを安
心して預かってもらえる場所を確保し、障
害児を介護する親の子育て支援や就労支
援及び介護の負担を軽減します。

障害福祉課

障害児・者在宅支援事業 障害児タイムケア事業など、国の制度では
補えない緊急時等の迅速・柔軟な預かり等
サービスを常時実施する小規模事業所に
補助することにより、身近な地域でサービ
スを受けられる場所を確保し、障害児を介
護する親の負担を軽減します。

障害福祉課

発達障害者への支援（発
達障害者支援センター運
営・発達障害者支援体制
整備）

　発達障害を有する障害児（者）に対する
支援を総合的に行う拠点として発達障害者
支援センターを設置し、発達障害児（者）及
びその家族からの相談に応じ、適切な指導
又は助言を行うとともに、関係施設との連
携強化等により総合的な支援体制の整備
を推進し、発達障害児（者）及びその家族
の福祉の向上を図ります。

障害福祉課

①　社会全体
での子育て、
介護支援の促
進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

②　ワーク・ラ
イフ・バランス
の実現（働き
方の見直し）

仕事と家庭を考えるセミ
ナーの開催

働く女性の母性保護も含む育児や家族の
介護を行う労働者の職業生活と家庭生活
との両立を支援することを目的とした育児・
介護休業法の周知徹底を図るため、千葉
労働局、21世紀職業財団等と連携し、広
報・啓発を図るとともに、セミナーを開催し
ます。

雇用労働課

次世代育成支援の行動
計画の啓発

次世代支援推進法に基づく行動計画を啓
発します。

雇用労働課

パートタイム労働法の周
知徹底

パートタイム労働法の周知徹底を図るた
め、広報誌「労政ちば」への掲載及び「労働
大学講座」等で広報・啓発を行います。

雇用労働課

ワーク・ライフ・バランス
セミナーの開催

企業の人事・労務担当者等を対象に、新し
い雇用管理としてのワーク・ライフ・バラン
スの有効性(企業経営上も有益になりうるこ
と）について認識を深め、実行を促す学習・
情報交換の場としてセミナーを開催しま
す。

雇用労働課

③　家事、子
育て、介護等
への男女共同
参画の促進

男女共同参画セミナーの
開催
（再掲：94P）

男女共同参画社会の形成に向け、ちば県
民共生センターにおいて各種講座を開催し
ます。

男女共同参画課

事業所表彰及び事業所
向け広報誌発行
（再掲：99P）

男女共同参画への取組が事業所の競争力
強化や活性化、イメージ向上などに多くの
メリットがあることを事業所や県民に広く周
知するため、すでに取組実績を上げている
事業所を表彰するとともに、受賞事業所を
掲載した広報誌を発行します。

男女共同参画課

さわやかちば県民プラザ
の子育て支援講座、親子
参加講座の開設

子育て支援を趣旨とする講座及び親子で
参加できる講座を充実し、世代を超えて男
女が協力をして子育てをし、ふさわしい親
子関係や充実した家庭生活を営むための
支援をします。

教）生涯学習課

内職相談の実施 各県民センター・同事務所において、内職
に関する情報の提供及びあっせんを行い、
就業を支援します。

雇用労働課

子育てお母さん再就職支
援センターの整備

「働きたい」と希望しながら、思うように再就
職できない女性を後押しし、再チャレンジを
支援する総合的機能を持つ「再就職支援
拠点」として、「子育てお母さん再就職支援
センター」を整備します。

雇用労働課

離職者等再就職訓練事
業

離職者等の再就職に当たり、職業能力の
開発を必要とする求職者に対して、求職者
に応じた多様な訓練メニューを提供し、再
就職促進のための支援をします。

雇用労働課

再就職等支援委託訓練
事業

労働の流動化により、新たな職業能力の
開発やキャリア形成が求められ職業訓練
に対するニーズが多様化かつ増大し、ま
た、企業等の求人側も即戦力となる高度で
専門的な人材を求める傾向にあるため、再
就職等のための訓練を実施します。

雇用労働課

④　再就職希
望者に対する
支援
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

④　再就職希
望者に対する
支援

（関係各課）

⑤　ひとり親
家庭等への自
立支援

児童扶養手当支給事業 父と生計を同じくしていない児童の福祉の
増進を目的として手当てを支給することに
より母子家庭の生活の安定と自立促進を
通じて、児童の健全育成を図ります。

児童家庭課

ひとり親家庭等医療費等
助成事業

母子家庭及び父子家庭等の経済的負担と
精神的負担を軽減することにより、母子家
庭及び父子家庭等の福祉の向上を図るた
め、市町村が行うひとり親家庭等医療費等
助成事業に対し補助します｡

児童家庭課

母子家庭等日常生活支
援事業

母子家庭等が、就業等の自立を促進する
ために必要な事由や疾病などの事由によ
り、一時的に生活援助、保育サービスが必
要な場合又は生活環境等の激変により、
日常生活を営むのに支障が生じている場
合に家庭生活支援員等を派遣し、母子家
庭等の生活の安定を図ります｡

児童家庭課

母子寡婦福祉資金貸付
金

母子及び寡婦福祉法に基づき、母子家庭
等の経済的自立と生活意欲の助長を図る
ため、母子家庭・寡婦等を対象として修学
資金、就学支度資金、住宅資金など１３種
類の貸付を実施します。

児童家庭課

母子家庭等就業・自立支
援センター事業

母子家庭の母等に対して、一貫した就業
サービスを提供し、従来の支給型の福祉か
ら自立支援型の福祉への転換を図ります。

児童家庭課

母子家庭自立支援給付
金事業

母子家庭の母の就労をより効果的に促進
するため、自主的に職業能力の開発を行う
母子家庭の母及び常用雇用する事業主に
対し給付金を支給します。

児童家庭課

母子家庭の母等に対す
る職業訓練事業

就労経験がない又は就労経験に乏しい母
子家庭の母や、自立支援プログラムに基
づき福祉事務所を通じ受講を希望する生
活保護受給者及び児童扶養手当受給者に
対して、民間教育訓練機関等を活用して、
就職に必要な知識･技能の習得を図り、職
業的自立の促進に資するため母子家庭の
母等に対する職業訓練を実施します。

雇用労働課

県営住宅の整備促進と
入居の優遇措置

ひとり親家庭などを含めた住宅に困窮する
低額所得者に対し低廉な家賃で住宅を供
給するため、県営住宅の整備を進めるとと
もに、身体障害者世帯、高齢者世帯、母
子・父子世帯などに対しては、入居募集時
の抽選において優遇措置を講じます。

住宅課

（関係各課）

　県、市町村、企業等による採用時の年齢制限撤廃･緩和を促進しま
す。

　ひとり親家庭等の自立意識の啓発と交流を促進します。
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

①　地域活動
への男女共同
参画の促進

地域づくり情報広場 地域活動の情報提供をインターネットで行
い、活動主体の交流・連携の促進及び県
民の地域活動の活性化を図り、地域の活
力を向上させます。

企画調整課

千葉県男女共同参画推
進連携会議の設置
（再掲：99P）

民間や地域団体との協働により、民間等の
自主的な男女共同参画活動を促進するた
めの組織を設置します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画地
域推進員の設置

市町村と連携して、地域特性を踏まえた男
女共同参画を効果的に促進するため、男
女共同参画地域推進員を設置し、男女共
同参画に関する活動を展開します。

男女共同参画課

県ホームページを利用し
た環境学習情報の提供

環境学習に係る情報について、インター
ネットを通じて県民に一元的に提供し、環
境に関する県民意識の向上を図り、県民の
環境に配慮した行動を促します。

環境政策課

県民環境講座 県民に環境や環境問題の現状について理
解を深めてもらうため、環境各分野の専門
家を講師に迎え、現状や課題、最新の動
向などについて講演を行います。

環境政策課

水生生物による水質調
査

水域環境の把握と一般県民に対する水環
境保全への普及啓発を図るため、環境省
が定めた調査方法により一般県民による
調査を行います。

水質保全課

みんなのちからで行う防
犯活動支援事業

地域住民による自主防犯活動を支援する
ため、住民自らが企画して行う防犯パト
ロール、地域診断や安全マップの作成など
の防犯活動に対し、市町村、警察、県等が
計画策定段階からアドバイスをするととも
に、財政的支援を行います。また、市町村
が地域の防犯活動を促進させるために行う
事業にも同様に支援を行います。

県民生活課

ＮＰＯに関する戦略的広
報・普及啓発活動の推進

県内のＮＰＯに関する広報・啓発を行い、Ｎ
ＰＯに対する県民理解の向上、ＮＰＯ活動
への参加促進等を図ります。

ＮＰＯ活動推進課

ＮＰＯ事業力向上セミ
ナー等

ＮＰＯに関する事業力（人材育成力、広報
力、組織力、事業開発力など）の向上を図
るセミナー等を実施し、ＮＰＯの自主的・自
立的な活動の継続的展開を支援します。

ＮＰＯ活動推進課

都市公園における情報
提供

インターネットによる都市公園情報ネット
ワークを整備することにより、公園情報を迅
速かつ効率的に提供し、県立都市公園の
施設利活用状況やボランティア活動等の
情報の共有化を促進し、ボランティア募集
や緑化知識の情報提供の効率化を図りま
す。（指定管理者制度により運営、県ホー
ムページから指定管理者のホームページ
にリンクするようにします。）

公園緑地課

　（基本的な課題３）　男女がともに担う地域づくりの促進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

①　地域活動
への男女共同
参画の促進

都市公園の整備（人にや
さしい公園の整備）

都市における緑の保全と県民の憩いやレク
リエーション及び防災空間を確保し、男女と
も快適に利用できるようにするため、都市
公園等の整備を実施します。

公園緑地課

都市公園における住民
参画

県民の公園緑地に対する意識や関心が高
まり、参加意欲も増えてきていることから、
多様なニーズを踏まえ、都市公園の利用
促進を図るために、計画段階から県民の意
向を反映させ、協同による公園の整備や管
理運営を行うことを目的とし、公園ボラン
ティア募集用リーフレットの作成やボラン
ティアの参加を促す仕組みづくりを行いま
す。（指定管理者制度により運営）

公園緑地課

県立学校開放講座の開
催

県立高等学校等の専門的な教育機能を生
かした講座を通じて県民に学校を開放し学
習機会を提供します。また、県民にとって、
身近で地域の貴重な財産である学校が
「開かれた学校」として、地域における学び
や地域づくりの拠点として役割を果たすた
めに、学校施設の地域開放を積極的に促
進するとともに、生涯学習社会にふさわし
い特色ある学習活動を推進します。

教）生涯学習課

県立学校文化施設・体育
施設の開放

県民にとって、身近で地域の貴重な財産で
ある学校が「開かれた学校」として、地域に
おける学びや地域づくりの拠点の役割を果
たすために、学校施設の地域開放を積極
的に促進します。

教）文化財課・体
育課

ＰＴＡ指導者研修会の開
催

千葉県下の高等学校、盲・聾・養護学校な
どのＰＴＡ指導者を対象に、ＰＴＡに関する
諸問題について研究協議し、ＰＴＡ活動の
充実・発展・活性化を図ります。

教）生涯学習課

②　いきいき
と活力ある農
山漁村の実現

農山漁村男女に参画い
きいき支援事業(女性団
体ネットワーク化）
（再掲：99Ｐ）

農山漁村の重要な担い手である女性の社
会参画を推進して、農林産業の活性化を
図るため、関連団体と連携し、啓発活動・
推進懇話会の開催・ネットワーク活動の支
援等を行います。

農林水産政策課、
農業改良課、林務
課、水産課

農業集落排水事業 農業振興地域内の受益戸数20戸以上の集
落におけるし尿、生活雑排水を処理する
施設を整備し、農村生活環境の改善を図
り、併せて農業用排水と公共水域の水質
の保全を図ります。

農村整備課

農地・水・環境保全向上
対策

地域において農地・水・農村環境の良好な
保全と質的向上を図るため、地域ぐるみで
の効果の高い共同作業と、農業者ぐるみで
の先進的な営農活動を協定に位置付け、
多様な主体の参画を得て総合的・一体的
に実施する活動を支援します。

農村整備課
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

②　いきいき
と活力ある農
山漁村の実現

ちば食育活動促進事業 庁内の部局を横断したプロジェクトを設置
し、県民が「食の宝庫ちば」に育った喜びを
実感できるよう取り組みます。また、「食育」
は、県民運動として展開する必要があるた
め、シンポジウムの開催、広報誌の発行な
どにより啓発するとともに、地域で食育に
取り組む「食育ボランティア」や「食育サ
ポート企業」を公募・登録し、その活動を支
援するほか、千葉県食育推進計画の策
定、小・中学校における栽培から収穫、調
理までを実践する体験学習を実施します。

安全農業推進課

農村女性起業家育成レ
ベルアップ推進事業
（再掲：103P）

農山漁村域において、女性農業者の経営
参画、社会参画のための能力向上を図る
とともに農村女性起業活動に対し徹底した
起業経営研修で、商品化・販売技術・経営
管理等の能力のレベルアップを図り、農
業・農村環境を生かした加工販売のほか、
農家レストラン、観光・体験農業など多様な
起業ビジネスの導入や経営強化できる女
性起業家を育成し売上額増加と地域活性
化を進めます。また、女性が活動しやすい
環境づくりのため支援体制整備の検討をし
ます。

農業改良課

（関係各課）　農山漁村の活性化に向けた都市と農山漁村の交流を支援します。
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

①　国籍にか
かわらずとも
に暮らせる環
境づくりの促
進

外国籍県民にも暮らしや
すい千葉県づくり推進事
業

外国籍県民や有識者、ＮＰＯ、民間交流団
体、留学生、研修員から本県の外国籍県
民施策等について意見を聴取するととも
に、県民活動の方向等を啓発するための
講演会の開催等の啓発を行います。さら
に、収集した情報について分析し、課題の
整理等を行い、市町村と連携、役割分担を
しながら外国籍県民にも暮らしやすい千葉
県づくり施策の推進を図ります。

政策推進室

外国人テレホン相談事業 日本語で自由に意思疎通のできない在住
外国人が増加している中、英語及びその他
言語での情報提供が必要となっています。
そこで、県内在住の外国人が安全で快適
な生活を送ることができるよう、総合的な相
談窓口として、外国人テレホン相談を実施
します。

政策推進室

外国語による情報提供 外国籍県民にとって、生活に役立つ情報や
国際交流に関する情報を入手するのが十
分ではない実情があることから、インター
ネットやメールマガジン等を活用した情報
提供を行うとともに、災害時における県内
在住外国人の支援策を検討します。

政策推進室

外国人児童生徒の学習
支援

日本語が十分理解できないために問題を
抱えがちな外国人児童生徒を支援するた
め、教員やボランティア等の関係者が一堂
に会する研修会を開催し、知識や技術の
向上を図るとともに、併せて関係者のネット
ワーク化を目指します。

政策推進室

外国人児童生徒教育環
境の整備

外国人児童生徒の教育環境の充実を図る
ため、インターナショナルスクールの整備を
促進します。

政策推進室

ホームページの多言語
化

ホームページを英語、中国語、韓国・朝鮮
語に対応させ、内容の更新を行います。

報道監

外国人児童生徒等教育
相談員派遣事業

外国人児童生徒等の母語を理解する者を
学校に派遣し，日本語指導・適応指導等の
充実を図ります。

教）指導課

　（基本的な課題４）　地球市民として国際社会と協働できるまちづくりの促進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

健康相談担当者研修会 個々の健康課題に男女差があることを踏
まえて、適切な保健医療を提供できるよう
関係者の資質の向上を図るため、保健医
療従事者を対象とした研修会を開催しま
す。

健康づくり支援課

女性のための健康相談 身体的・精神的な悩みを有する女性に対
し、県民の身近な健康福祉センターにおい
て医師及び保健師等による総合的な相談
指導を実施します。

健康づくり支援課

性差を考慮した保健医療
シンポジウムの開催

女性と男性の更年期や心のケア等をテー
マにしたシンポジウムを開催し、性差医療
についての理解促進を図ります。

健康づくり支援課

女性の健康に関する疫
学調査の継続的な実施

女性は特有の身体的特徴を有することか
ら、各年代において、男性とは異なる様々
な健康上の障害が出現するため、専門家
の意見をもとに女性の健康課題を明らかに
し、男女差を踏まえた保健医療を推進する
ため、県単独の疫学調査を実施します。

健康づくり支援課

健康づくり対策の推進 生活習慣病や寝たきりを予防するため、生
涯にわたる一人ひとりの主体的な健康づく
りを支援する環境づくりを進めます。

健康づくり支援課

女性のための健康支援
事業

個々の健康問題に男女差があることを踏
まえて、適切な保健医療を提供できるよう
関係者の資質の向上を図るため、保健医
療従事者を対象とした研修会等を開催しま
す。

健康づくり支援課

思春期保健相談事業 思春期の児童やその家族などを対象に、
思春期特有の身体や性、食生活、心の問
題に関する悩みなどの相談を受けること
で、思春期の子どもの心と身体の健全な育
成を図ります。

児童家庭課

乳がん検診体制強化推
進事業

マンモグラフィ緊急整備費補助事業、乳が
んマンモグラフィ検診従事医師等研修事
業、乳がん超音波研修事業、乳がん自己
触診指導者等研修事業等を行います。

疾病対策課

女性のがん検診啓発普
及事業

希望する大学で子宮がん等の出張講座を
開催します。

疾病対策課

学校における性教育の
充実
（再掲：96P）

保健学習等の授業等の充実や、エイズ教
育研修会（一般教諭対象）、エイズ教育指
導者研修会（管理職対象）を開催し、エイズ
教育用リーフレット作成して配布します。

教）学校保健課

県スポーツ科学総合セン
ターにおける各種講座等
の実施

県民の健康・体力づくりのため、各個人の
体力や健康に合わせた講座を展開します。

教）体育課

県立病院の施設整備 女性の専用外来の拡充・相談体制の充実
を図ります。

病）経営管理課

目標Ⅳ　みんなが生涯を通じて健康でいきいきと暮らせる社会を目指します

　（基本的な課題１）　生涯を通じたからだと心と社会的な健康づくりの促進

①　性差を踏
まえた総合的
な健康支援施
策の推進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

赤ちゃんをたばこから守
ろう！特別支援事業

啓発パンフレットを母子手帳と同時に配布
します。また、貸出用啓発パネルを作成し
ます。

健康づくり支援課

中学生・高校生による健
康づくりピア相談事業

思春期特有の悩みを抱える同世代の仲間
同士が、悩みや学んだ知識を共有し合える
よう身近な相談の場を設け、思春期の子ど
もたちが相談しやすい体制を整備します。

児童家庭課

思春期保健相談事業
（再掲：112P）

思春期の児童やその家族などを対象に、
思春期特有の身体や性、食生活、心の問
題に関する悩みなどの相談を受けること
で、思春期の子どもの心と身体の健全な育
成を図ります。

児童家庭課

薬物乱用防止対策事業 薬物乱用を許さない社会環境づくりを推進
するため、千葉県薬物乱用対策推進本部
が主体となり、関係機関との連携のもと、
広範な啓発活動を実施するなど総合的な
薬物乱用防止対策に取り組みます。

薬務課

エイズ対策事業 家庭・学校等への正しい知識の普及啓発、
相談体制や検査体制の充実、診療体制の
確保等を推進します。

疾病対策課

学校における薬物乱用
防止教育の推進

保健学習の授業等の充実や、薬物乱用防
止教育研修会、薬物乱用防止教室を開催
し、薬物乱用防止標語募集を実施します。

教）学校保健課

保健室相談活動研修会
（再掲：96P）

養護教諭を対象として保健室における相談
活動の知識や技術の研修を行い、その資
質の向上を図ります。

教）学校保健課

学校における性教育の
充実
（再掲：96P）

保健学習等の授業等の充実や、エイズ教
育研修会（一般教諭対象）、エイズ教育指
導者研修会（管理職対象）を開催し、エイズ
教育用リーフレットを作成して配布します。

教）学校保健課

少年による薬物乱用防
止対策の推進

小・中・高校生等を対象として、薬物に関す
る正しい知識を持ち、薬物を乱用すること
がないよう薬物乱用防止教室をはじめとす
る広報啓発活動を推進し、薬物乱用による
重大な健康被害の発生について周知しま
す。

警）少年課

（関係各課）

③　妊娠・出
産に関する健
康支援の充実

赤ちゃんをたばこから守
ろう！特別支援事業
（再掲：同P）

啓発パンフレットを母子手帳と同時に配布
します。また、貸出用啓発パネルを作成し
ます。

健康づくり支援課

母子保健従事者研修 安全で快適な出産のできる環境を整えるた
めに、母親学級、両親学級を企画・担当す
る母子保健従事者への研修、関係者への
啓発を行います。

児童家庭課

特定不妊治療費助成事
業

不妊治療の経済的負担軽減を図るため、
医療保険が適用されず、高額な医療費の
かかる配偶者間の不妊治療に要する費用
の一部を助成します。

児童家庭課

　社会教育等における性に関する学習の充実を図ります。

②　女性の健
康等に関する
意識の浸透
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施策の方向 事業名等 事業の概要 担当課名

③　妊娠・出
産に関する健
康支援の充実

不妊相談センター事業 不妊で悩む夫婦等に、不妊に関する一般
的な相談や不妊治療に関する情報提供、
医療面・精神面での相談を行い、不妊の問
題に適切に対応します。

児童家庭課

遺伝相談指導事業 遺伝的な理由で結婚・妊娠・出産・職業選
択にかかわる悩みを持つ人のために専門
的な立場からの相談を行い、不安の解消
につなげます。また正しい知識を普及させ
ることで偏見の除去に努めます。

児童家庭課

地域子育て支援センター
及びなのはな子育て応
援事業（ミニ子育て支援
センター）の設置
（再掲：104Ｐ）

都市化や核家族化の進展による地域・家
庭における子育て力の低下や少子化によ
る同年代の親子の交流機会の不足によ
り、育児不安を抱える在宅の親が増加して
いるため、子育てのノウハウを持つ保育所
が子育て支援センターとしての機能を発揮
できるよう支援を行います。

児童家庭課

乳幼児医療費助成事業
（再掲：105Ｐ）

乳幼児の保健対策の充実、保護者の経済
的負担の軽減及び子育て支援の観点か
ら、乳幼児の疾病にかかる医療費に対して
市町村が助成を行う医療費について、補助
を行います。

児童家庭課

周産期母子医療センター
の整備

周産期に起こる疾病や異常を予防し、未熟
児や障害児の発生を予防するため、周産
期医療の拠点となる周産期母子医療セン
ターを整備します。

医療整備課
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

県・市町村ボランティア
（社会福祉）の充実

地域ぐるみ福祉を推進するための主要な
担い手となるボランティアの活動支援、活
動体制づくりのため、県及び市町村ボラン
ティアセンターの機能を充実させます。

健康福祉指導課

推進作業部会等への女
性委員の参画

千葉県高齢者保健福祉計画推進作業部
会・研究会への女性委員の参画を図りま
す。

高齢者福祉課

同性介助の調査・研究 介護サービス利用者の視点に立ったサー
ビスのひとつとして、性差に配慮した同性
介助の実態やその必要性について調査・
研究をします。

高齢者福祉課

推進作業部会等への女
性委員の参画

千葉県障害者計画推進作業部会・研究会
への女性委員の参画を図ります。

障害福祉課

（関係各課）

②　高齢者・
障害者の自己
決定と自己実
現を可能にす
る社会環境づ
くり

鉄道駅エレベーター等整
備事業補助

高齢者や障害者等をはじめとして全ての県
民が、安心して安全に生活し、自らの意思
で自由に行動し、平等に社会参加できるま
ちづくりを推進するため、市町村が行う鉄
道駅エレベーター等整備事業に要する経
費に対して補助を行います。

交通計画課

超低床ノンステップバス
等整備事業補助

路線バス車両における低床化車両の割合
を向上するため、超低床ノンステップバス
等の導入を誘導することにより、交通バリ
アフリー化の推進を図ります。

交通計画課

成年後見をはじめとする
権利擁護制度の普及啓
発等

中核地域生活支援センターや地域包括支
援センター等と連携し、判断能力が十分で
ない認知症高齢者・知的障害者・精神障害
者等が、虐待や悪質な訪問販売及び詐欺
などの被害を防止し、地域で安心して暮ら
すことができるよう、成年後見制度の普及
啓発を図ります。
また、日常生活に支援が必要な認知症高
齢者等が地域で自立した生活が送れるよ
う、千葉県後見支援センター及び広域後見
支援センターの権利擁護活動を支援しま
す。

健康福祉指導課、
高齢者福祉課、障
害福祉課

高齢者相談事業 高齢者やその家族が抱える問題に対する
相談を実施します。また、中核地域生活支
援センター・地域包括支援センターと相談
体制の連携を図るとともに、地域包括支援
センターが設置されていない市町村に対し
ては、設置期限である19年度まで補助金を
交付し、市町村が在宅介護支援センターで
実施する相談業務について支援します。

高齢者福祉課

市町村における障害者
相談支援事業の推進

市町村等で実施する地域活動支援セン
ター事業等の推進を通じて障害者の相談
支援の充実を図ります。

障害福祉課

　（基本的な課題２）　高齢者・障害者の生活の充実

　高齢者･障害者の性を含む人権に配慮し、男女それぞれのニーズに
対応した保健医療体制の充実を図ります。

①　高齢者・
障害者福祉へ
の男女共同参
画の促進
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

障害者グループホーム
の運営支援

地域社会において（共同住宅）グループ
ホームでの生活を営む知的障害者、精神
障害者に対し､食事の世話､金銭出納に関
する助言､日常生活面における相談・指導
等を行うため、世話人を配置して日常生活
を援助することにより自立した生活の助長
を図ります｡

障害福祉課

福祉作業所等の機能を
強化する事業

福祉作業所等の就労事業の振興及び支援
を行うため、「千葉県障害者就労事業振興
センター」の運営を支援し、各作業所等の
情報を一元化し、製品の販路拡大や共同
受注、ノウハウの共有等を図るほか、ビジ
ネスの基礎を学ぶ講習を実施し、各作業所
等の職員の商品開発力や営業ノウハウを
身に付けることを支援し、障害者に支払う
工賃の増加や作業所職員の待遇の改善等
を図ります。

障害福祉課

千葉県障害者スポーツ
大会

障害のある選手が、競技等を通じ、スポー
ツの楽しさを体験するとともに、県民の障害
に対する理解を深め、障害者の社会参加
の推進に寄与するため、千葉県障害者ス
ポーツ大会を開催します。

障害福祉課

千葉県障害者スポーツ
教室等開催事業

障害者の体力維持･増進･残存能力の向上
等のため、日ごろスポーツに接することの
少ない障害者を対象に講習会を開催しま
す。また、専門的な知識や技能を身に付け
た指導者を養成し、障害者のスポーツ・レ
クリエーションの振興を図るとともに、平成
２２年に開催される「全国障害者スポーツ
大会千葉大会」に向けての指導者の養成
を行います。

障害福祉課

地域でつくる高齢者交通
安全対策事業

参加･体験型の高齢者交通安全リーダー研
修を開催するとともに、その修了者や民生
委員・児童委員、老人クラブ会員などが高
齢者宅を直接訪問する等、高齢者を交通
事故から守る地域づくりを推進します。

交通安全対策課

障害者の態様に応じた
多様な委託訓練事業

雇用･就業を希望する障害者の増大に対
応し、障害者の能力、適性及び地域の障
害者の雇用ニーズに対応した委託訓練を
機動的に実施し、就職に必要な知識･技能
の習得を図り、障害者の雇用の促進に資
するため、障害者の態様に応じた多様な訓
練を委託します。

産業人材課

一般校を活用した障害者
職業能力開発事業

知的障害者等を対象とした職業訓練を高
等技術専門校で実施し、職業能力の習得
を通じて障害者の雇用の促進を図るため、
一般校を活用した障害者職業能力開発を
実施します。

産業人材課

②　高齢者・
障害者の自己
決定と自己実
現を可能にす
る社会環境づ
くり
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施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

歩道及び自転車歩行者
道の整備

高齢者・障害者など誰もが安心して快適に
利用できる幅が広く段差のないバリアフ
リー化された歩道や自転車歩行者道の整
備を進めます。

道路環境課

人にやさしいまちづくり 建築指導課

バリアフリー施設等の普
及促進

千葉県建築文化賞によ
るまちづくりの促進

県営住宅の整備促進と
入居の優遇措置
（再掲：107Ｐ）

ひとり親家庭などを含めた住宅に困窮する
低額所得者に対し低廉な家賃で住宅を供
給するため、県営住宅の整備を進めるとと
もに、身体障害者世帯、高齢者世帯、母
子・父子世帯などに対しては、入居募集時
の抽選において優遇措置を講じます。

住宅課

県スポーツ科学総合セン
ターにおける各種講座等
の実施
（再掲：112Ｐ）

県民の健康・体力づくりのため、各個人の
体力や健康にあわせた目的で講座を展開
します。

教）体育課

人にやさしい信号機・道
路標識等の整備事業

高齢者や身体障害者等にも配意した音響
式信号機等のバリアフリー対応型信号機
の整備や、福祉施設等の周辺に歩車分離
式信号機の整備、また誰にでも見やすく分
かりやすい信号機用灯器のLED化や道路
標識の高輝度化・大型化等を推進し、安
全・安心・快適に利用できる道路交通環境
を整備します。
＊ＬＥＤ：発光ダイオード。電球よりエネル
ギー効率及び視認性が高い。

警）交通規制課

（関係各課）

（関係各課）

高齢者・障害者が利用しやすい建築物（公
共施設を含む）の整備を促進します。

　高齢期における男女の所得･資産格差の実態を踏まえた、若年期か
らの就業、資産形成等における自助努力のための教育、広報･啓発を
促進します。

　高齢者･障害者の性に配慮した性に関する学習機会の充実を図りま
す。

②　高齢者・
障害者の自己
決定と自己実
現を可能にす
る社会環境づ
くり
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第３章　計画の推進

施策の方向 事業名等 事業の内容 担当課名

千葉県男女共同参画推
進本部

知事を本部長とし、副知事・各部局長からなる
推進本部及びその下に計画に位置付けられて
いる事業の関係各課長等で組織する幹事会を
設置し、施策の総合的かつ効果的な推進を図
ります。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画推
進本部研修会の開催
（再掲：97Ｐ）

千葉県男女共同参画推進本部幹事会におい
て、外部講師を招いての男女共同参画に関す
る先進事例の紹介など、幹部職員の意識啓発
のための研修会を開催します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画推
進懇話会

男女共同参画社会の形成に関する施策の企画及び
推進についての意見をいただくため、学識経験者及
び関係団体等で構成する千葉県男女共同参画推進
懇話会、並びに本計画及びＤＶ防止計画の進行管
理のための部会を開催し、施策の充実を図ります。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画苦
情処理委員の設置
（再掲：91Ｐ）

県の施策やＤＶ被害者保護に当たる県職員の
職務執行に関する苦情等を適切に処理するた
め、苦情処理機関を設置します。

男女共同参画課

ちば県民共生センター等
の整備（再掲：100Ｐ）

男女共同参画社会の実現のため、各種相談事
業や、情報発信･受信及び広報啓発のための
各種講座の開催を行います。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画地
域推進員の設置
（再掲：108Ｐ）

県や市町村と連携をとりながら、地域に根ざし
た活動を行うために各市町村に千葉県男女共
同参画地域推進員を設置し、効果的な男女共
同参画の推進を図ります。

男女共同参画課

市町村男女共同参画担
当課長会議の開催
（再掲：99Ｐ）

市町村における男女共同参画の取組を促進す
るため、男女共同参画に関する各種情報を提
供します。

男女共同参画課

市町村男女共同参画担
当者セミナー
（再掲：97Ｐ）

市町村男女共同参画担当者の意識を高め、男
女共同参画の取組を促進するため、ちば県民
共生センターにおいてセミナーを開催します。

男女共同参画課

市町村向け情報紙の発
行

市町村における男女共同参画の取組を促進す
るため、男女共同参画に関する情報紙を発行
します。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画推
進連携会議の設置
（再掲：99Ｐ）

民間との協働により民間の自主的な活動を促
進するための団体を設置します。

男女共同参画課

男女共同参画に関する
交流･活動支援事業
（ネットワーク会議の開
催）
（再掲：100Ｐ）

男女共同参画社会の実現に関心を有し、寄与
している県内の有識者及び団体等を対象に会
議を開催し、参加者及び県相互の連携を図るこ
とで、県内の男女共同参画の取組を促進しま
す。

男女共同参画課

千葉県男女共同参画地
域推進員の設置
（再掲：108Ｐ）

県や市町村と連携をとりながら、地域に根ざし
た活動を行うために各市町村に千葉県男女共
同参画地域推進員を設置し、効果的な男女共
同参画の推進を図ります。

男女共同参画課

事業担当部局と連携した
国への要望活動

県民からの要望について、担当部局と協議の
上、国へ要望していきます。

男女共同参画課

全国知事会男女共同参
画特別委員会

各都道府県間の連絡提携を緊密にして、男女
共同参画施策に関する地方自治の円滑な運営
と進展を図ります。

男女共同参画課

１３都道府県男女共同参
画主管課（室）長会議

政令市が所在する都道府県の男女共同参画
担当部局が一堂に会し、情報を交換すること
で、事業の円滑な推進を図ります。

男女共同参画課

男女共同参画行政担当
者ブロック会議

関東甲信越都県の男女共同参画担当部局が
一堂に会し、情報を交換することで、事業の円
滑な推進を図ります。

男女共同参画課

④　国、各都
道府県との連
携の強化

①　県におけ
る推進体制の
充実・強化

②　市町村と
の連携の強化

③　民間と行
政との連携の
強化
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